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１．厚⽣労働省予算を取り巻く状況



平成29年推計値
（日本の将来推計人口）

実績値
（国勢調査等）

○日本の人口は近年減少局面を迎えている。2065年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は
38％台の水準になると推計されている。

人口（万人）
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11,092

3,921

5,978

1,194

8,808

3,381

4,529

898

（出所） 2020年までの人口は総務省「人口推計」（各年10月1日現在）等、合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」、
2025年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計）

日本の人口の推移
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1990年(実績) 2025年 2040年

75歳～
599( 5%)

65～74歳
894( 7%)

総人口
1億2,361万人

総人口
1億2,254万人

65～74歳
1,681(15%)

20～64歳
5,543(50%)

～19歳
1,629(15%)

総人口
1億1,092万人

７５

６５

歳

75歳～
2,239(20%)

20～64歳
7,610(62%)

～19歳
3,258(26%)

２０

万人

５０ １００ １５０ ２０００ ２５０

～19歳
1,943(16%)

75歳～
2,180(18%)

65～74歳
1,497(12%)

20～64歳
6,635(54%)

○団塊の世代が全て７５歳となる2025年には、75歳以上が全⼈⼝の18％となる。
○2040年には、⼈⼝は1億1,092万⼈に減少するが、⼀⽅で、65歳以上は全⼈⼝の約35％となる。

2020年(実績)

65～74歳
1,742(14%)

75歳～
1,860(15%)

総人口
1億2,615万人

～19歳
2,074(16%)

20～64歳
6,938(55%)

団塊世代
（1947～49年
生まれ）

団塊ジュニア世代
（1971～74年
生まれ）

日本の人口ピラミッドの変化
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4
（出所） 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位）推計



（出典） 総務省統計局「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（全国推計）（2018年推計）」
（※１）世帯主が65歳以上の単身世帯を、高齢者単身世帯とする。
（※２）全世帯数に対する高齢者単身世帯の割合はグラフのとおりだが、世帯主年齢65歳以上世帯に対する割合は、32.6％（2015年）から40.0％ （2040年）へと上昇。
（※３）子どもがいる世帯のうちひとり親世帯＝ひとり親と子の世帯／（夫婦と子の世帯＋ひとり親と子の世帯）。また、子については、年齢にかかわらず、世帯主との続き柄が「子」である者を指す。

○単身世帯、高齢者単身世帯（※１） 、ひとり親世帯ともに、今後とも増加が予想されている。
単身世帯は、2040年で約４割に達する見込み。（全世帯数約5,333万世帯（2015年））

世帯構成の推移と見通し
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○正規雇⽤労働者は3,555万⼈（2021年平均。以下同じ）。対前年⽐で７年連続の増加（＋26万⼈）。
○⾮正規雇⽤労働者は2,064万⼈。 2010年以降対前年⽐で増加が続いてきたが、2020年以降は減少（−26万⼈）。
○役員を除く雇⽤者に占める⾮正規雇⽤労働者の割合は36.7％。前年に⽐べ0.5ポイントの低下。

（資料出所）1999年までは総務省「労働⼒調査（特別調査）」（2⽉調査）⻑期時系列表9、2004年以降は総務省「労働⼒調査（詳細集計）」（年平均）⻑期時系列表10
（注）1）2009年の数値は、2010年国勢調査の確定⼈⼝に基づく推計⼈⼝への切替による遡及集計した数値（割合は除く）。

2）2010年から2016年までの数値は、2015年国勢調査の確定⼈⼝に基づく推計⼈⼝（新基準）への切替による遡及集計した数値（割合は除く）。
3）2011年の数値、割合は、被災3県の補完推計値を⽤いて計算した値（2015年国勢調査基準）。
4）雇⽤形態の区分は、勤め先での「呼称」によるもの。
5）正規雇⽤労働者：勤め先での呼称が「正規の職員・従業員」である者。
6）⾮正規雇⽤労働者：勤め先での呼称が「パート」「アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」「その他」である者。
7）割合は、正規雇⽤労働者と⾮正規雇⽤労働者の合計に占める割合。

その他81万⼈（▲4）【3.9％】

契約社員
275万⼈

（▲4）【13.3％】

パート
1,018万⼈

（▲6）【49.3％】

アルバイト
438万⼈

（▲11）【21.2％】

派遣社員
140万⼈（+2）【6.8％】

嘱託
113万⼈（▲3）【5.5％】

正規雇用と非正規雇用労働者の推移
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5,124 5,138 5,167 5,161 5,213 5,256 5,303 5,391 5,460 5,596 5,660 5,620 5,620 

【15.3%】
【19.1%】

【20.3%】
【24.9%】【31.4%】【33.7%】【34.4%】【35.1%】【35.2%】【36.7%】【37.4%】【37.5%】【37.5%】【37.3%】【37.9%】【38.3%】【37.2%】【36.7%】

(▲21) (▲19) (▲10) (▲43) (▲14) (+29) (+50) (+56) (+53) (+18) (+35) (+26)

(+36) (+49) (+4) (+94) (+57) (+19) (+37) (+13) (+84) (+45) (▲75) (▲26)

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

1984 89 94 99 2004 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21（年）

（万⼈）
⾮正規雇⽤労働者の割合

役員を除く雇⽤者の⼈数

⾮正規雇⽤

正規雇⽤



社会保障給付費の推移

資料：国立社会保障・人口問題研究所「令和元年度社会保障費用統計」、2020～2021年度（予算ベース）は厚生労働省推計、

2021年度の国内総生産は「令和3年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（令和3年1月18日閣議決定）」
（注）図中の数値は、1950,1960,1970,1980,1990,2000及び2010並びに2021年度（予算ベース）の社会保障給付費（兆円）である。 7
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一人当たり社会保障給付費（右目盛）

1990
（平成2)

1950
（昭和25)

（兆円） （万円）

24.9

0.1 0.7

2000
（平成12)

2021

(予算ﾍﾞｰｽ)

129.61970 1980 1990 2000 2010
2021

(予算ﾍﾞｰｽ)

国内総生産（兆円）Ａ 75.3 248.4 451.7 537.6 504.9 559.5 

給付費総額（兆円）Ｂ 3.5(100.0%) 24.9(100.0%) 47.4(100.0%) 78.4(100.0%) 105.4(100.0%) 129.6(100.0%)

（内訳）年金 0.9( 24.3%) 10.3( 41.4%) 23.8( 50.1%) 40.5( 51.7%) 52.2( 49.6%) 58.5( 45.1%)

医療 2.1( 58.9%) 10.8( 43.2%) 18.6( 39.3%) 26.6( 33.9%) 33.6( 31.9%) 40.7( 31.4%)

福祉その他 0.6( 16.8%) 3.8( 15.4%) 5.0( 10.6%) 11.3( 14.4%) 19.5( 18.5%) 30.5( 23.5%)

Ｂ／Ａ 4.7% 10.0% 10.5% 14.6% 20.9% 23.2%

3.5

47.4

78.4

105.4

1960
（昭和35)

1970
（昭和45)

1980
（昭和55)

2010
(平成22)



（注） OECD：”Social Expenditure Database”に基づき、厚⽣労働省政策統括官（総合政策担当）付政策統括室で算出したもの。2017年の数値。
OECD社会⽀出基準に基づく社会⽀出データを⽤いているため、社会保障給付費よりも広い範囲の費⽤（施設整備費等）も計上されている。

社会保障給付の部門別の国際的な比較（対GDP比）
（％）
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社会保障の給付と負担の現状（2021年度予算ベース）
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社会保障給付費 2021年度（予算ベース） 129.6兆円 （対ＧＤＰ比 23.2%）

保険料 72.4兆円（58.6%） 公費 51.3兆円（41.4%）

うち被保険者拠出
38.6兆円（31.2%）

うち事業主拠出
33.8兆円（27.3%）

うち国
35.7兆円（28.8%）

うち地方
15.6兆円
（12.6%）

国（一般会計） 社会保障関係費等
※2021年度予算
社会保障関係費 35.8兆円（一般歳出の53.6%を占める）

積
立
金
$
運
用
収
入
等

各制度における
保険料負担

都道府県
市町村
（一般財源）

年金 58.5兆円（45.1%）
《対ＧＤＰ比 10.5%》

医療 40.7兆円（31.4%）
《対ＧＤＰ比 7.3%》

【負担】

【給付】 社会保障給付費

福祉その他
30.5兆円（23.5%）
《対ＧＤＰ比 5.4%》

うち介護12.7兆円（9.8%）
《対ＧＤＰ比 2.3%》

うち子ども・子育て9.5兆円（7.3%）
《対ＧＤＰ比 1.7%》
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8.2
うち社保 1.2
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公共 1.4
その他3.5
国債費0.3

1.7
うち社保 0.2

交付税0.3
公共 0.3
その他0.9
国債費0.03

国債費

その他

（注）平成22年度までは決算、令和４年度は政府案による。

⼀般会計歳出の主要経費の推移
（兆円）

・⽂教及び科学振興費
・防衛関係費 等

公共事業関係費

社会保障関係費

地⽅交付税等

（兆円）

（兆円）

（兆円）

（兆円）

（兆円）

107.6

89.3

69.3

43.4

95.3

（兆円）



新型コロナ対策
予備費

５０，０００

国の一般歳出の約５４％は社会保障関係費 （高齢化等に伴い、一般歳出に占める社会保障関係費が急増）

年度 歳出総額 一般歳出 社会保障関係費

２０２２ １，０７５，９４６ ６７３，７４６ （１００％） ３６２，７３５ （約５４％）

２０２１ １，０６６，０９７ ６６９，０２０ （１００％） ３５８，４２１ （約５４％）

２０１５ ９６３，４２０ ５７３，５５５ （１００％） ３１５，２９７ （約５５％）

２０１０ ９２２，９９２ ５３４，５４２ （１００％） ２７２，６８６ （約５１％）

２０００ ８４９，８７１ ４８０，９１４ （１００％） １６７，６６６ （約３５％）

一般歳出に占める社会保障費の割合の推移

歳出 歳入

歳出
１，０７５，９４６

歳入
１，０７５，９６４

一般歳出
６７３，７４６

国債費
２４３，３９３

地方交付税
交付金等
１５８，８２５

社会保障
３６２，７３５

公共事業

６０，５７５

文教及び
科学振興

５３，９０１

その他
９２，８４７

防衛

５３，６８７

租税及び

印紙収入

６５２，３５０

公債金収入
３６９，２６０

その他収入

５４，３５４

所得税

２０３，８２０

法人税

１３３，３６０

消費税

２１５，７３０その他

９９，４４０

特例公債
３０６，７５０

建設公債

６２，５１０

（億円）

一般歳出に占める
社会保障関係費の割合
→ 約５４％

令和４年度予算 国の一般歳出における社会保障関係費

（注１） 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある

（単位：億円）
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（兆円）

一般歳出と社会保障関係費の推移
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厚生労働省予算の約９７％は年金、医療等の給付費の国庫負担などの義務的経費

厚生労働省予算
（令和４年度）
３３５，１６０
（１００．０％）

義務的経費
（年金・医療等の経費を除く）

１０，４１９
（３．１％）

裁量的経費
９，１１７
（２．７％）

公共投資関係費
９８２
（０．３％）

年金

１２６，８５７
（３７．８％）

医療
１１９，６１３
（３５．７％）

介護
３５，０５３
（１０．５％）

雇用
４０１
（０．１％）

福祉等
４０，７４８
（１２．２％）

※ 厚生労働省予算は、高齢化等に伴い、制度改正を行わなくても毎年度増加（自然増）する傾向。
注１） 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

義務的経費
（年金・医療等の経費）

３１４，６４３
（９３．９％）

その他
主要経費
２，３９０
（０．７）

その他
１０，０９９
（３．０％）

厚生労働省予算の構造

単位：億円
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（出所）2019年以前は、総務省「⼈⼝推計」（各年10⽉1⽇現在）
2020年以降は、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成29年推計）」（出⽣中位・死亡中位）

年齢階層別の人口の増加率

○ 我が国の人口動態を見ると、いわゆる団塊の世代が全員75歳以上となる2025年に向けて高齢者
人口が急速に増加した後、高齢者人口の増加は緩やかになる

○ 一方で、既に減少に転じている生産年齢人口は、2025年以降更に減少が加速

14
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「経済財政運営と改革の基本方針2018」（抜粋）（平成30年6月15日閣議決定）

社会保障関係費については、再生計画において、2020年度に向けてその実質的な増加を高齢化による増加分に相当する伸びにおさ
めることを目指す方針とされていること、経済・物価動向等を踏まえ、2019年度以降、その方針を2021年度まで継続する（注）。
消費税率引上げとあわせ行う増（これまで定められていた社会保障の充実、「新しい経済政策パッケージ」 で示された「教育負担の軽
減・子育て層支援・介護人材の確保」及び社会保障４経費に係る公経済負担）については、別途考慮する。
なお、2022年度以降については、団塊世代が75歳に入り始め、社会保障関係費が急増することを踏まえ、こうした高齢化要因を反映す
るとともに、人口減少要因、経済・物価動向、社会保障を取り巻く状況等を総合的に勘案して検討する。

（注）高齢化による増加分は人口構造の変化に伴う変動分及び年金スライド分からなることとされており、人口構造の変化に伴う変動分については当該年度における高齢者数の

伸びの見込みを踏まえた増加分、年金スライド分については実績をそれぞれ反映することとする。これにより、これまで３年間と同様の歳出改革努力を継続する。

「経済財政運営と改革の基本方針2015」（抜粋）（平成27年6月30日閣議決定）

安倍内閣のこれまで３年間の経済再生や改革の成果と合わせ、社会保障関係費の実質的な増加が高齢化による増加分に相当する伸
び（1.5兆円程度）となっていること、経済・物価動向等を踏まえ、その基調を2018年度まで継続していくことを目安とし、効率化、予防等や
制度改革に取り組む。この点も含め、2020年度に向けて、社会保障関係費の伸びを、高齢化による増加分と消費税率引上げとあわせ行
う充実等に相当する水準におさめることを目指す（注）。

（注）安定的な財源を確保して実施する追加的な歳出増加要因（子ども子育て・家族支援等）については別途考慮する。

社会保障関係費の伸びに関する対応について

「経済財政運営と改革の基本方針2021」（抜粋）（令和3年6月18日閣議決定）

歳出の目安がこれまで財政規律としての役割を果たしてきたことを踏まえ、機動的なマクロ経済運営を行いつつ成長力強化に取り組む
中で、2022年度から2024年度までの３年間（注1）について、これまで（注2）と同様の歳出改革努力を継続することとし、以下の目安に沿った
予算編成を行う（注3）。
①社会保障関係費については、基盤強化期間においてその実質的な増加を高齢化による増加分に相当する伸びにおさめることを目
指す方針とされていること、経済・物価動向等を踏まえ、その方針を継続する。

（注1）75歳以上人口の伸びは、2021年度0.5％の後、団塊の世代の75歳入りにより、2022年度4.1％、2023年度4.2％、2024年度3.9％と高い伸びとなる見込み。
（注2）2019年度から2021年度までの３年間の基盤強化期間。

（注3）真に必要な財政需要の増加に対応するため、制度改革により恒久的な歳入増を確保する場合、歳出改革の取組に当たって考慮する等の新経済・財政再生計画において
定めた取組についても、引き続き推進する。その際、英米などの諸外国において、財政出動を行う中でその財源を賄う措置を講じようとしていることも参考とする。 15
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２．22(R4)年度厚⽣労働省予算



令和４年度 厚⽣労働省予算の全体像

（単位：億円）区 分
令和３年度
予算額
（Ａ）

令和４年度
予算案
（Ｂ）

増 △ 減 額
（Ｃ）
(Ｂ－Ａ)

増 △ 減 率
（Ｃ／Ａ）

⼀ 般 会 計 ３３１，３８０ ３３５，１６０ ３，７８１ １．１％

社会保障関係費 ３２７，８４９ ３３１，８３３ ３，９８４ １．２％

その他の経費 ３，５３０ ３，３２７ △２０３ △５．８％

労働保険特別会計 ４９，２０２ ４６，７８８ △２，４１４ △４．９％

年⾦特別会計 ７１２，８５５ ７１６，１６８ ３，３１３ ０．５％

東⽇本⼤震災復興
特別会計

１３５ １０５ △２９ △２１．９％

（単位︓億円）

（注１）令和３年度予算額は当初予算額。

（注２）各特別会計の額は、それぞれの勘定の歳出額の合計額から他会計・他勘定への繰入分を除いた純計額である。
（注３）年金特別会計の額は、内閣府と共管の子ども・子育て支援勘定を含む。

（注４）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

18

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］



令和４年度厚⽣労働省予算（⼀般会計）
社会保障関係費の内訳のイメージ

19

（単位︓億円）

【令和３年度予算額と令和４年度予算案の社会保障関係費の⽐較】

区 分
令和３年度
予算額
（Ａ）

令和４年度
予算案
（Ｂ）

増△減額
（Ｃ）
（Ｂ－Ａ）

増△減率
（Ｃ／Ａ）

社会保障
関係費 ３２７，８４９ ３３１，８３３ ３，９８４ １．２％

年 ⾦ １２６，２１３ １２６，８５７ ６４４ ０．５％

医 療 １２０，７９９ １２１，９０３ １，１０４ ０．９％

介 護 ３４，８６２ ３６，００３ １，１４１ ３．３％

福祉等 ４４，８９８ ４６，２２４ １，３２６ ３．０％

雇 ⽤ １，０７７ ８４７ △２３１ △２１．４％

【令和４年度予算案の社会保障関係費の内訳】

年金
１２．７兆円

３８．２％

医療
１２．２兆円

３６．７％

介護
３．６兆円

１０．８％

福祉等
４．６兆円

１３．９％

雇用
０．１兆円
０．３％

（注１）令和３年度予算額は当初予算額。

（注２）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］



令和４年度 厚⽣労働省予算における重点事項
新型コロナウイルス感染症から国⺠の命・暮らし・雇⽤を守る万全の対応を引き続き⾏うとともに、感染症を克服し、ポス
トコロナの新たな仕組みの構築、少⼦化対策、デジタル化、⼒強い成⻑の推進を図ることにより、⼀⼈ひとりが豊かさを実
感できる社会を実現するため、令和３年度補正予算と合わせて、以下を柱として予算措置を⾏う。

20

＜新型コロナ克服の保健・医療等体制の確保、
研究開発の推進等＞

u 新型コロナから国⺠を守る医療等提供体制
の確保

u 保健所・検疫所等の機能強化
u 感染症に関する危機管理機能等の強化に資
する研究の推進

＜地域包括ケアシステムの構築、データヘルス
改⾰等＞

u 地域医療構想・医師偏在対策・医療従事者
の働き⽅改⾰の推進

u ⾃⽴⽀援･重度化防⽌、認知症施策の推進、
介護の受け⽫整備・介護⼈材の確保の推進

u 予防･重症化予防･健康づくり、データヘル
ス改⾰の推進

新型コロナの経験を踏まえた
柔軟で強靱な保健・医療・介護の構築

＜雇⽤維持・労働移動・⼈材育成＞
u 雇⽤の維持・在籍型出向の取組への⽀援
u ⺠間の知恵を活⽤して実施する「⼈への
投資」の強化

u ⼥性・⾮正規雇⽤労働者へのマッチング
やステップアップ⽀援

＜多様な⼈材の活躍促進、働きやすい
職場づくり＞

u 就職氷河期世代、⼥性、⾼齢者などへの
⽀援

u 良質なテレワークの導⼊促進
u 最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた⽣産性
向上等の推進、公正な待遇の確保

＜公的部⾨における分配機能の強化＞
u 看護、介護、保育などの収⼊引上げ

未来社会を切り拓く
「成⻑と分配の好循環」の実現

＜⼦育て家庭や⼥性の包括⽀援体制＞
u ヤングケアラー等への⽀援
u 困難な問題を抱える⼥性への⽀援

＜児童虐待防⽌・社会的養育の推進、
ひとり親家庭等の⾃⽴⽀援＞

u 地域における⾒守り体制の強化
u ⾥親委託の推進や施設退所者等の
⾃⽴⽀援

u ひとり親家庭等への就業⽀援を中⼼
とした総合的⽀援

＜不妊症・不育症の総合的⽀援＞
u 不妊治療の保険適⽤、仕事との両⽴
⽀援

＜総合的な⼦育て⽀援＞
u 「新⼦育て安⼼プラン」等に基づく受
け⽫整備

u 保育⼈材確保のための総合的な取組

⼦どもを産み育てやすい
社会の実現

＜地域共⽣社会の実現等＞
u 相談⽀援、参加⽀援、地域づくりの⼀
体的実施による重層的⽀援

u ⽣活困窮者⾃⽴⽀援、ひきこもり⽀援、
⾃殺対策、孤独・孤⽴対策

u 成年後⾒制度の利⽤促進

＜障害児・者⽀援等＞
u 医療的ケア児への⽀援の拡充
u 依存症対策の推進

＜⽔道、戦没者遺⾻収集、年⾦、被災地
⽀援等＞

u ⽔道の基盤強化
u 戦没者遺⾻収集等の強⼒な推進
u 安⼼できる年⾦制度の確⽴
u 被災地における⼼のケア⽀援、福祉・
介護提供体制の確保

安⼼して暮らせる
社会の構築

全世代型社会保障・⼀⼈ひとりが豊かさを実感できる社会の実現

補
正
予
算
で
の

主
な
対
応

＜新型コロナの拡⼤防⽌＞
u 緊急包括⽀援交付⾦等による⽀援
u ワクチン接種体制の確保
u 雇⽤調整助成⾦等による雇⽤維持
u 個⼈向け緊急⼩⼝資⾦の特例貸付

＜社会経済活動の再開と危機への備え＞
u 新型コロナワクチンの開発⽀援
u 感染症対策の充実・強化
u 機動的な⽔際対策の推進
u 国際的な研究開発等の推進

＜新しい資本主義の起動＞
u 医薬品等の安定供給の確保
u ⾮正規雇⽤労働者等の労働移動⽀援等
u 看護、介護、保育などの収⼊引上げ
u ⺟⼦保健と児童福祉の⼀体的提供

＜防災・減災など安全・安⼼の確保＞
u ⽔道施設の耐災害性強化
u 医療・社会福祉施設等の耐災害性強化
u 建設アスベスト給付⾦の⽀給等
u B型肝炎訴訟の給付⾦等の⽀給



○ 「⾻太⽅針2021」で定めた取組を継続。同時に、予算の単年度主義の弊害是正など予算の質も向上。
・ 社会保障関係費 ＋4,400億円程度（⾼齢化による増（年⾦スライド分除く））
・ ⾮社会保障関係費 ＋330億円（これまでの取組の継続）

○ 新規国債発⾏額を減額。（令和３年度（当初）︓43.6兆円 ⇒ 令和４年度︓36.9兆円） 21

令和３年度補正予算と⼀体として、
・ 新型コロナ対策に万全を期しつつ、
・ 「成⻑と分配の好循環」による「新しい資本主義」の実現を図るための予算。

メリハリの効いた予算

○ 令和３年度補正予算において、医療提供体制の確保、ワクチン接種体制の整備、治療薬の確保等を措置するとともに、変
異株による感染拡⼤等、予期せぬ状況変化に備え、令和４年度予算においてもコロナ予備費５兆円を措置。

感染拡⼤防⽌

［参考：政府全体］令和４年度予算のポイント

成⻑と分配の好循環による「新しい資本主義」の実現
成⻑戦略 分配戦略
○ 「科学技術⽴国」の観点から、過去最⾼の科学技術振

興費（13,788億円）を確保し、デジタル、グリーン、
量⼦、ＡＩ、宇宙、次世代半導体等の研究開発を推進、
博⼠課程学⽣への⽀援を充実。

○ 「デジタル⽥園都市国家構想」の実現に向け、デジタ
ル庁について、情報システム関係予算の⼀括計上等を推
進（4,720億円）。地⽅向け交付⾦（1,660億円（３年度
補正含む））により、⾃治体の創意によるデジタル技術の
実装等を幅広く⽀援。デジタル推進委員を全国に展開。

○ 「経済安全保障」について、量⼦暗号通信の研究開発
の推進や、重要技術の管理体制等を強化。

○ 新型コロナ医療対応等を⾏う医療機関の看護職の⽅、
介護、保育、幼児教育などの現場で働く⽅について、診
療報酬等による対応を通じて、給与を３％引上げ。

○ デジタルなど成⻑分野を⽀える⼈材育成や⾮正規労働
者のステップアップ、円滑な労働移動を⽀援するなど、
3年間で4,000億円規模の施策パッケージに向けて、⼈
への投資を推進。（労働保険特別会計1,019億円）

○ 「下請けいじめゼロ」等を実現するため、下請Ｇメン
を倍増（120→248名）し、全国の下請中⼩企業へのヒ
アリング等、監督体制を強化。



令和４年度厚⽣労働省予算における重点事項（ポイント）

〇新型コロナウイルス感染症から国⺠を守る医療等提供体制の確保
補正２兆2,353億円、当初20億円（28億円）

Ø 新興感染症等の感染拡⼤時に対応可能なDMAT体制の整備
Ø 「医療のお仕事 Key-Net」等を活⽤した医療⼈材の確保
Ø 新型コロナウイルス感染者等が発⽣した介護事業所等のサービス継続⽀援 等

〇検査体制の確保、保健所・検疫所等の機能強化、ワクチン接種体制の構築
補正１兆6,857億円、当初112億円（109億円）

Ø ⽔際対策の強化に向けた検疫所の検疫・検査体制の整備・拡充
Ø IHEATによる保健所の⼈員体制強化、地⽅衛⽣研究所の機能強化 等

新型コロナウイルス感染症を克服する保健・医療等提供体制の確保 〇研究開発体制の強化 補正14億円、当初556億円（554億円）

Ø 国⽴国際医療研究センターの体制強化や国⽴感染症研究所との連携強化
Ø ⽇本医療研究開発機構（AMED）における新型コロナウイルスに関する研究を
含めた研究開発⽀援、厚⽣労働科学研究における迅速な対応 等

〇医薬品・医療機器等の開発促進 補正72百万円、当初93億円（94億円）
Ø クリニカル・イノベーション・ネットワーク構想の推進
Ø バイオ医薬品の製造・開発を担う⼈材の育成とバイオシミラーの普及
Ø 臨床研究の実施環境等の整備
Ø プログラム医療機器の実⽤化促進のためのパッケージ戦略の実施 等

研究開発の推進等

新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえた柔軟で強靱な保健・医療・介護の構築

いわゆる「16か⽉予算」の考え⽅により、令和３年度補正予算と⼀体的に編成し、切れ⽬のない予算措置を⾏う。
計数は｢補正｣は令和３年度補正予算額、｢当初｣は令和４年度予算案、（ ）内は令和３年度当初予算額。｢補正｣、｢当初｣はデジタル庁計上分を含む。 は、⼤⾂折衝事項。 は、令和３年度補正予算。

・新型コロナウイルス感染症緊急包括⽀援交付⾦等による⽀援
・医療⽤物資等の確保等
・児童福祉施設等における感染症対策への⽀援
・通いの場をはじめとする介護予防や施設での⾯会等の再開・推進の⽀援
・障害福祉サービス事業所等に対するサービス継続⽀援
・新型コロナウイルス感染症に対応した⼼のケア⽀援
・医薬品等の安定供給の確保 等

・⾏政検査の実施等の感染拡⼤防⽌対策
・検疫におけるワクチン接種証明書の電⼦化への対応
・機動的な⽔際対策の推進、⼊国者の健康確認の体制確保
・ワクチン接種体制の確保等
・プレパンデミックワクチンの備蓄等様々な感染症対策の充実・強化
・新型コロナウイルス感染者等情報把握・管理⽀援システム（HER-SYS）等の感
染症対策システムの総合的な運⽤に向けた開発、機能・連携強化 等

・治療薬の実⽤化⽀援・供給確保等
・新興感染症の治療薬等に関する研究開発等の推進
・新型コロナウイルスワクチン開発⽀援等 等

・国⽴感染症研究所等の体制強化

〇ワクチン・治療薬等の研究開発の推進
補正8,817億円、当初15億円（12億円）

Ø ワクチン開発・⽣産体制強化戦略等に基づく研究開発の推進
Ø 感染症に関する危機管理機能やサーベイランス機能の強化に資する研究の推進
Ø アジア地域における臨床研究・治験ネットワークの充実、薬事規制調和の推進 等

地域包括ケアシステムの構築等
〇地域医療構想・医師偏在対策・医療従事者働き⽅改⾰の推進等

補正20億円、当初1,618億円（1,725億円）

Ø 地域医療介護総合確保基⾦等による地域医療構想の推進
Ø 総合診療医の養成⽀援
Ø ICT活⽤やタスク・シフティングの推進
Ø 看護師の特定⾏為研修、潜在看護師の復職⽀援等による⼈材確保
Ø ⼥性医療職等のキャリア⽀援
Ø 薬剤師の資質向上に向けた研修の推進
Ø 地域の実情を踏まえた⻭科医療提供体制の構築 等

〇救急・災害医療体制の充実 補正29億円、当初98億円（116億円）

Ø ドクターヘリの導⼊促進、ドクターカーの活⽤による救急医療体制の強化
Ø BCP策定の⽀援、広域災害・救急医療情報システム（EMIS）の安定的な運⽤ 等

☆診療報酬・薬価等改定への対応
・診療報酬︓＋0.43％

※１ うち、※２〜５を除く改定分 ＋0.23％
※２ うち、看護の処遇改善のための特例的な対応 ＋0.20％
※３ うち、リフィル処⽅箋（反復利⽤できる処⽅箋）の導⼊・

活⽤促進による効率化 ▲0.10％
※４ うち、不妊治療の保険適⽤のための特例的な対応 ＋0.20％
※５ うち、⼩児の感染防⽌対策に係る加算措置（医科分）

の期限到来 ▲0.10％
・薬価︓▲1.35% ・材料価格︓▲0.02％

・医療施設等の耐災害性強化等 等

・保健医療分野のデータ連携基盤の整備の推進 等
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〇地域包括ケア、⾃⽴⽀援・重度化防⽌の推進 当初413億円（408億円）
Ø 保険者インセンティブ強化（介護保険保険者機能強化推進交付⾦等）
Ø 科学的介護推進のためのデータベースの機能拡充
Ø 地域づくりの加速化のための市町村に対する伴⾛的⽀援等の実施 等

〇認知症施策推進⼤綱に基づく施策の推進 当初127億円（125億円）
Ø 認知症疾患医療センターの整備促進・診断後等⽀援機能の強化
Ø 認知症の各段階(発症前、軽度認知障害、認知症)を対象にした臨床研究等の推進 等

〇介護の受け⽫整備、介護⼈材の確保
補正96億円、当初1,091億円（1,092億円）

Ø 地域医療介護総合確保基⾦による介護施設等の整備及び介護⼈材の確保
Ø 介護施設等の防災・減災対策の推進
Ø 介護分野の⽣産性向上の推進、介護職員の処遇改善の促進、介護の仕事の魅⼒発信、
介護助⼿等の普及を通じた多様な就労の促進、外国⼈材の受⼊環境整備 等

新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえた柔軟で強靱な保健・医療・介護の構築

・介護ロボット開発等の加速化⽀援
・⾃治体等における介護分野のシステム標準化等の推進
・介護福祉⼠修学資⾦等貸付事業による⼈材の確保
・介護施設等の耐災害性強化等

予防・重症化予防・健康づくりやデータヘルス改⾰
〇健康寿命延伸に向けた予防・重症化予防・健康づくり

補正5.9億円、当初59億円（62億円）
Ø ⽣活習慣病の疾病予防・重症化予防等の先進的なデータヘルス事例の全国展開
Ø 健康寿命延伸に向けた⻭科⼝腔保健の推進
Ø 予防・健康づくりの健康増進効果等に関する実証事業の実施
Ø 保険者とかかりつけ医等の協働による加⼊者の予防健康づくりの実施 等

〇データヘルス改⾰の推進 補正152億円、当初1,109億円（499億円）

Ø 保健医療情報を⾃⾝で確認できる仕組みの構築
Ø レセプト情報・特定健診等情報データベース(NDB)や介護保険総合データベース
等で保有する健康・医療・介護情報を連結・解析する環境等の整備・拡充 等

・審査⽀払システム等のＩＣＴ化の推進
・救急等における保健医療情報の利活⽤、オンライン資格確認の推進 等

がん・循環器病・肝炎・難病対策等の推進
〇がん対策・全ゲノム解析等の推進 補正44億円、当初 74億円（85億円）

Ø がん・難病の全ゲノム解析等の推進に向けた体制整備
Ø ⼩児・AYA世代のがん患者等の妊よう性温存療法のための⽀援 等

〇循環器病対策の推進 当初 45億円（49億円）
Ø 循環器病患者の包括的⽀援体制構築のためのモデル事業の実施 等

〇肝炎対策の推進 補正156億円、当初1,229億円（1,227億円）
Ø 肝炎患者等の重症化予防の推進
Ø 肝がん・重度肝硬変の治療研究・患者への⽀援

〇難病・⼩児慢性特定疾病対策等の推進 当初20億円（18億円）
Ø 難病・⼩児慢性特定疾病対策の推進のためのデータベース整備
Ø 慢性の痛みに対する医療提供体制の整備
Ø アレルギー疾患、慢性腎臓病（CKD）対策の推進 等

安定的で持続可能な医療保険制度の運営確保
〇被⽤者保険への財政⽀援 当初825億円（820億円）
・国⺠健康保険・介護保険等への財政⽀援 補正273億円

☆Ｂ型肝炎訴訟の給付⾦等の⽀給 補正156億円、当初1,176億円（1,173億円）

・全ゲノム解析等の確実な推進
・がんゲノム情報管理センターの機能強化 等

〇国際機関等を通じた国際貢献の推進 補正7.8億円、当初40億円（41億円）

Ø 開発途上国における感染症の予防接種体制の整備及びワクチン開発⽀援
Ø ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ推進、⾼齢化・認知症対策
Ø 薬剤耐性（AMR）対策に関する研究開発等の推進 等

〇医療の国際展開 当初23億円（24億円）
Ø 国際公共調達市場への参⼊⽀援、医療技術・制度・製品の国際展開⽀援
Ø 医療機関における多⾔語コミュニケーション対応の⽀援 等

医薬品・⾷品等の安全の確保

国際保健への貢献・医療の国際展開

〇医薬品等に関する安全・信頼性の確保 当初12億円（12億円）
Ø 後発医薬品の信頼確保のための体制・取組の強化
Ø 薬物取締体制・薬物乱⽤防⽌に係る広報啓発等の充実

〇⾷の安全・安⼼の確保 当初43億円（47億円）
Ø 輸⼊⾷品の監視体制の強化、残留農薬・⾷品⽤容器包装等の規格基準策定等の
推進 等

・国際機関と連携した国際的な研究開発等の推進
（顧みられない熱帯病等の医薬品開発等の⽀援 等）
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☆医療情報化⽀援基⾦による⽀援 当初735億円



未来社会を切り拓く「成⻑と分配の好循環」の実現
雇⽤維持・労働移動・⼈材育成等に向けた⽀援

多様な⼈材の活躍促進
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〇⼥性活躍・男性の育児休業取得等の促進
補正55億円、当初179億円（193億円）

Ø 男性が育児休業を取得しやすい環境の整備に向けた企業の取組⽀援
Ø 不妊治療と仕事の両⽴⽀援
Ø ⼥性活躍推進のための⾏動計画に基づく企業の取組⽀援 等

〇就職氷河期世代の活躍⽀援
補正61億円の内数等、当初717億円（679億円）

Ø ハローワークの専⾨窓⼝における専⾨担当者のチーム制による就職相談、
職業紹介、職場定着までの⼀貫した伴⾛型⽀援

Ø 地域若者サポートステーションにおける就職氷河期世代の無業者の⽀援
Ø ひきこもり地域⽀援センター等の市町村への設置・⽀援内容の充実 等

〇⾼齢者の就労・社会参加の促進 当初275億円（303億円）
Ø 70歳までの就業機会確保等に向けた環境整備や⾼年齢労働者の処遇改善を⾏
う企業への⽀援

Ø ハローワークにおける⽣涯現役⽀援窓⼝などのマッチング⽀援
Ø シルバー⼈材センターなどの地域における多様な就業機会の確保 等

〇雇⽤の維持・在籍型出向の取組への⽀援
補正１兆854億円、当初6,331億円（6,853億円）

Ø 雇⽤調整助成⾦等による雇⽤維持の取組への⽀援
Ø 産業雇⽤安定助成⾦等による在籍型出向の取組への⽀援

〇⺠間の知恵を活⽤して実施する「⼈への投資」の強化
補正1,024億円、当初1,019億円

Ø デジタルなど成⻑分野を⽀える⼈材育成の強化 等

〇⼥性・⾮正規雇⽤労働者へのマッチングやステップアップ⽀援、新規学卒
者等への就職⽀援 補正808億円、当初382億円（353億円）

Ø ハローワークの就職⽀援ナビゲーターによる求職者の状況に応じたきめ細かな
担当者制⽀援

Ø マザーズハローワーク等による⼦育て中の⼥性等に対する就職⽀援
Ø 求職者⽀援制度による再就職⽀援、新規学卒者等への就職⽀援 等

〇デジタル化の推進、⼈⼿不⾜分野への円滑な労働移動の推進
補正9.3億円の内数等、当初120億円（113億円）

Ø ＩＴ分野等の新たなスキルの習得に向けた職業訓練の強化
Ø ハローワークの職業紹介業務のオンライン・デジタル化の推進
Ø ハローワークの専⾨窓⼝での⽀援、「医療・福祉分野充⾜促進プロジェク
ト」の推進

Ø 雇⽤と福祉の連携による離職者への介護・障害福祉分野への就職⽀援 等

・雇⽤調整助成⾦等による雇⽤維持の取組への⽀援

・⼩学校等臨時休業等に伴う保護者の休暇取得⽀援

・コロナ禍での⾮正規雇⽤労働者等に対する労働移動⽀援等（再掲）

・ＩＴ分野の新たなスキルの習得に向けた職業訓練の強化 等

・ひきこもり⽀援体制の強化 等

☆雇⽤保険の国庫負担 令和4年度以降の雇⽤保険制度の安定的な財政運営を図り、セーフティネット機能を⼗分に発揮するため、次期通常国会に法案を提出

・雇⽤保険財政の安定等 補正２兆1,611億円

・コロナ禍での⾮正規雇⽤労働者等に対する労働移動⽀援等 等

〇キャリア形成⽀援の推進 当初21億円（21億円）
Ø ジョブ・カードの活⽤等を通じたキャリアコンサルティングの普及促進

☆⼈への投資 ⺠間の意⾒を具体的な⽀援内容に適切に反映
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〇柔軟な働き⽅がしやすい環境整備、安全で健康に働くことができる職場づくり
補正1,730億円、当初309億円（321億円）

Ø 良質なテレワークの導⼊・定着促進
Ø ワークライフバランスを促進する休暇制度・就業形態の導⼊⽀援による多様な
働き⽅の普及・促進

Ø 時間外労働削減や年次有給休暇取得促進、 勤務間インターバル導⼊、労働時間
の適正管理等に取り組む中⼩企業・⼩規模事業者への助成⾦による⽀援

Ø 総合的なハラスメント対策の推進 等

誰もが働きやすい職場づくり

・良質なテレワークの定着促進のための企業⽀援
・建設アスベスト給付⾦の⽀給等

〇最低賃⾦・賃⾦の引上げに向けた⽣産性向上等の推進、
同⼀労働同⼀賃⾦など雇⽤形態に関わらない公正な待遇の確保

補正394億円、当初272億円（285億円）

Ø 賃上げしやすい環境を整備するための最低賃⾦･賃⾦の引上げに向けた
⽣産性向上に取り組む中⼩企業・⼩規模事業者への助成⾦による⽀援

Ø ⽣活衛⽣関係営業者の収益⼒向上の推進
Ø 未払賃⾦⽴替払の確実・迅速な実施
Ø ⾮正規雇⽤労働者の正社員化・処遇改善を⾏う企業への⽀援
Ø 被⽤者保険の適⽤拡⼤に当たっての周知・専⾨家活⽤⽀援 等

・最低賃⾦の引上げへの対応を⽀援するための業務改善助成⾦の拡充
・⽣活衛⽣関係営業者への経営に関する相談等⽀援
・イベントの実施等による⽣活衛⽣関係営業の消費喚起 等

公的部⾨における分配機能の強化
〇看護、介護、保育など現場で働く⽅々の収⼊の引上げ

補正1,665億円、当初395億円

・看護、介護、保育など現場で働く⽅々の収⼊の引上げ

未来社会を切り拓く「成⻑と分配の好循環」の実現

〇障害者の就労促進 補正6.5億円、当初177億円（181億円）

Ø 中⼩企業をはじめとした障害者の雇⼊れ⽀援等

Ø 雇⽤施策と福祉施策の連携による重度障害者等の就労⽀援 等

〇外国⼈に対する⽀援 当初106億円（115億円）
Ø 外国⼈求職者等に対する就職⽀援、外国⼈労働者の適正な雇⽤管理に関する

企業への助⾔・援助、外国⼈への多⾔語相談⽀援体制の整備 等

〇労働者協同組合の設⽴の⽀援 当初67百万円

・⽣産活動が停滞している就労系障害福祉サービス事業所への⽀援

☆収⼊の引上げへの対応 395億円



［参考］ 看護、介護、保育など現場で働く⽅々の収⼊の引上げ

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年11月19日閣議決定）等を踏まえ、以下

の取組を実施する。

看護職員の処遇改善については、令和４年度診療報酬改定において、地域でコロナ医療など一定

の役割を担う医療機関（注１）に勤務する看護職員を対象に、10月以降収入を３％程度（月額平均

12,000円相当）引き上げるための処遇改善の仕組み（注２）を創設する。

介護・障害福祉職員の処遇改善については、令和４年10月以降について臨時の報酬改定を行い、

収入を３％程度（月額平均9,000円相当）引き上げるための措置（注３）を講じることとする。また、介

護については、介護職員の処遇改善を円滑に実施するため、財政安定化基金への拠出に要する費用

について、特例的に補助を行う。

児童養護施設等の職員の処遇改善については、賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提と

して、収入を３％程度（月額9,000円）引き上げるための措置を、令和４年10月以降においても、

引き続き、実施する。

これらの処遇改善に当たっては、予算措置が執行面で確実に賃金に反映されるよう、適切な担保

策を講じる。

※ 保育所等における収入の引上げについては、内閣府に計上

（注１）救急医療管理加算を算定する救急搬送件数200台／年以上の医療機関及び三次救急を担う医療機関

（注２）看護補助者、理学療法士・作業療法士等のコメディカルの処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を
認める。

（注３）他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める。

令和４年度予算︓３９５億円（新規）
(参考)令和３年度補正予算額︓１，６６５億円
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⼦どもを産み育てやすい社会の実現
〇不妊症・不育症に対する総合的⽀援の推進

補正67億円、当初187億円（37億円）

Ø 不育症検査への助成、不妊症・不育症に対する相談⽀援等
Ø ⼩児・AYA世代のがん患者等の妊よう性温存療法のための⽀援（再掲）
Ø 不妊治療と仕事の両⽴⽀援（再掲） 等

〇成育基本法を踏まえた⺟⼦保健医療対策の推進
補正121億円、当初155億円（159億円）

Ø ⾮課税世帯に対する利⽤料減免などの産後ケア事業の推進
Ø オンライン相談や健診に必要な備品整備などの地域の⺟⼦保健事業の強化
Ø 多胎妊産婦への経験者による相談⽀援、育児サポーター派遣等
Ø 予防のための⼦どもの死亡検証（Child Death Review）に関する広報、適切
な出⽣前検査の広報啓発 等

○総合的な⼦育て⽀援 補正554億円、当初969億円（969億円）

Ø 「新⼦育て安⼼プラン」に基づく保育の受け⽫整備
Ø 保育⼠・保育現場の魅⼒発信や魅⼒ある職場づくりの⽀援、保育補助者等の

配置による保育⼠の業務負担軽減
Ø 保育所等の医療的ケア児の受⼊促進
Ø 認可保育所等への移⾏も⾒据えた認可外保育施設の保育の質の確保・向上
Ø ｢新・放課後⼦ども総合プラン｣に基づく放課後児童クラブの受け⽫整備 等

〇ひとり親家庭等の⾃⽴⽀援の推進
補正24億円、当初1,793億円（1,756億円）

Ø ひとり親家庭への相談⽀援体制の充実
Ø ⾼等職業訓練促進給付⾦の対象資格拡充等の特例措置の継続、⾃⽴⽀援教育

訓練給付⾦によるひとり親の就業⽀援の促進 等
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〇⼦育て家庭や⼥性を包括的に⽀援する体制の構築
補正602億円、当初252億円（239億円）

Ø ⼦どもらしい⽣活を送ることができないヤングケアラーを福祉サービスにつな
ぐコーディネーターの配置や実態調査・研修等⽀援体制の強化

Ø 困難な問題を抱える⼥性への⽀援の充実・強化を図るための婦⼈保護施設の
機能強化、婦⼈相談員の処遇改善、NPO等との協働による⽀援の推進

Ø ⽣涯にわたる⼥性の健康の包括的⽀援 等

〇児童虐待防⽌対策・社会的養育の迅速かつ強⼒な推進
補正105億円、当初1,639億円（1,639億円）

Ø ⼦ども⾷堂や⼦どもへの宅⾷等を⾏う⺠間団体等も含めた地域における⼦ども
の⾒守り体制の強化

Ø ⼦どもの意⾒・意向表明（アドボケイト）の推進等による⼦どもの権利擁護の
強化

Ø ⾥親委託・施設地域分散化等加速化プランに基づく集中取組期間の補助率嵩上
げ等による⾥親養育⽀援体制の強化

Ø 特別養⼦縁組の⺠間あっせん機関の⽀援体制の強化

Ø 児童養護施設退所者等（ケアリーバー）への⽀援を⾏うコーディネーターの
配置促進 等

・⺟⼦保健と児童福祉の⼀体的提供に向けた⽀援
・不妊治療の保険適⽤の円滑な移⾏に向けた⽀援

・虐待防⽌のための情報共有システムの整備等ＩＣＴ活⽤による児童虐待防⽌
対策の強化

・児童福祉施設等の耐災害性強化等 等

☆不妊治療の保険適⽤ 診療報酬 ＋0.20％、薬価 ＋0.09％

・ひとり親家庭等に対するワンストップ相談体制の構築・強化
・ひとり親家庭等の⼦どもの⾷事等⽀援

・「新⼦育て安⼼プラン」に基づく保育の受け⽫整備・⼈材確保 等

・産後ケア事業を⾏う施設整備の促進、妊産婦等への⽀援 等

※子どもに係る国民健康保険料等の均等割額の減額措置は、令和４年度から実施。



〇相談⽀援、参加⽀援、地域づくりの⼀体的実施による重層的⽀援体制の
整備促進 当初261億円（116億円）

Ø 属性を問わない相談⽀援、多様な参加⽀援の推進、地域づくりに向けた⽀援を⼀体

的に⾏う重層的⽀援体制整備事業の実施 等

〇⽣活困窮者⾃⽴⽀援、ひきこもり⽀援、⾃殺総合対策、孤独・孤⽴対策の推進
補正5,692億円、当初707億円（674億円）

Ø 居住⽀援体制の強化等による⽣活困窮者⾃⽴⽀援の推進

Ø 地⽅公共団体と連携したハローワークにおける⽣活困窮者等に対する就労⽀援

Ø ひきこもり地域⽀援センター等の市町村への設置・⽀援内容の充実（再掲）

Ø ⾃殺防⽌に関する相談体制の強化、⾃殺未遂者レジストリ制度の構築

Ø 保険者とかかりつけ医等の協働による加⼊者の予防健康づくりの実施（再掲） 等

〇成年後⾒制度の利⽤促進 当初6.4億円（5.9億円）
Ø 都道府県による市町村⽀援と中核機関のコーディネート機能の強化等による
地域連携ネットワークづくりの推進

Ø 意思決定⽀援を推進する⼈材養成・体制整備等による成年後⾒制度利⽤者等へ
の権利擁護⽀援の強化 等

〇障害児･者⽀援、依存症対策の推進
補正123億円、当初592億円（583億円）

Ø 障害福祉サービス事業所等の整備、地域⽣活⽀援の推進
Ø 新⽣児聴覚検査及び難聴児早期⽀援の推進、医療的ケア児への⽀援の拡充
Ø 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築
Ø 地域における依存症医療・相談⽀援体制の整備、⺠間団体の⽀援

〇⽔道の基盤強化 補正390億円、当初387億円（395億円）
※他府省分を含む

Ø ⽔道施設の耐災害性強化、⽔道事業の広域化・IoT活⽤等の推進

〇戦没者遺⾻収集等の強⼒な推進 補正27百万円、当初33億円（28億円）
Ø 現地調査の計画的実施、DNA鑑定の体制整備、新たな鑑定技術の研究･活⽤ 等

〇持続可能で安⼼できる年⾦制度の運営
当初12兆6,857億円（12兆6,213億円）

〇被災地における⼼のケア⽀援、福祉・介護サービス提供体制の確保
当初3.4億円（3.9億円）

地域共⽣社会の実現に向けた地域づくり
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障害児・者⽀援、依存症対策の推進

戦没者遺⾻収集等の推進

安⼼できる年⾦制度の確⽴

被災地における⼼のケア⽀援等

⽔道の基盤強化

・⾃治体等における障害福祉分野のシステム標準化等の推進
・障害福祉分野のＩＣＴ・ロボット等導⼊⽀援
・医療的ケア児⽀援センターの開設の促進
・障害福祉施設等の耐災害性強化等

・⽔道施設の耐災害性強化等

・個⼈向け緊急⼩⼝資⾦の特例貸付等の各種⽀援の実施
・⽣活困窮者・ひきこもり⽀援体制、⾃殺防⽌対策、孤独・孤⽴対策の強化等
（⼀部再掲）

・⾃治体等における⽣活保護関係業務のシステム標準化等の推進

安⼼して暮らせる社会の構築



［参考］新型コロナウイルス感染症に関する補正予算・予備費での主な対応（厚⽣労働省関係）
合計額 主な対応

令和元年度

「新型コロナウイルス感染症に関
する緊急対応策」
（令和２年２⽉13⽇閣議決定）

139億円 ●帰国者等の受⼊⽀援 ●検査体制及び感染症患者の受⼊体制の強化
●帰国者・接触者外来及び帰国者・接触者相談センターの設置 ●⽔際対策の強化に必要な物品等の確保 等

「新型コロナウイルス感染症に関
する緊急対応策-第2弾-」
（令和２年３⽉10⽇閣議決定）

3,168億円 ●マスクの緊急配布 ●保育所や介護施設等における感染拡⼤防⽌策 ●医療提供体制の整備
●雇⽤調整助成⾦の特例措置の拡⼤ ●⼩学校等の臨時休業に伴う保護者の休暇取得⽀援
●個⼈向け緊急⼩⼝資⾦等の特例貸付の実施 等

令和２年度

第⼀次補正予算
（令和２年４⽉30⽇成⽴）

１兆6,371億円 ●ＰＣＲ等の検査体制の確保 ●ワクチン・治療薬の開発促進 ●雇⽤調整助成⾦の特例措置の更なる拡⼤
●新型コロナウイルス感染症緊急包括⽀援交付⾦（医療）の創設
●マスク・消毒⽤エタノール等の物資の確保 ●⼩学校等の臨時休業等に伴う保護者の休暇取得⽀援等
※あわせて、診療報酬において、感染防止に留意した医療機関の対応等を特例的に評価

第⼆次補正予算
（令和２年６⽉12⽇成⽴）

４兆9,733億円 ●ＰＣＲ等の検査体制の強化 ●ワクチンの早期実⽤化のための体制整備 ●雇⽤調整助成⾦の抜本的拡充
●新型コロナウイルス感染症緊急包括⽀援交付⾦（医療・介護・福祉）の抜本的拡充
●医療⽤物資の確保・医療機関等への配布 ●個⼈向け緊急⼩⼝資⾦等の特例貸付の実施 等
※あわせて、診療報酬において、重症・中等症患者の診療や医療従事者の感染リスクを伴う診療等を特例的に評価

第三次補正予算
（令和３年１⽉28⽇成⽴）

４兆7,330億円 ●新型コロナウイルス感染症緊急包括⽀援交付⾦ ●ワクチン接種体制の整備・接種の実施
●医療・福祉事業者の資⾦繰り⽀援 ●医療機関・福祉施設における感染拡⼤防⽌⽀援
●検疫所等の機能強化 ●雇⽤調整助成⾦による⽀援 ●個⼈向け緊急⼩⼝資⾦の特例貸付等の実施 等

新型コロナウイルス感染症対策
予備費

４兆720億円 ●⼊国者に対する検疫機能の確保 ●ワクチンの確保
●ＰＣＲ検査機器等の整備補助 ●雇⽤調整助成⾦の特例措置に必要な経費
●⼀定の⾼齢者等に対する検査事業に要する費⽤の助成 ●ＣＯＶＡＸファシリティ参加に係る拠出⾦
●新型コロナウイルス感染症患者の病床・宿泊療養施設確保⽀援、診療報酬・病床確保料の引上げ
●インフルエンザ流⾏期における発熱外来診療体制確保⽀援
●個⼈向け緊急⼩⼝資⾦等の特例貸付の実施、住居確保給付⾦の⽀給
●低所得のひとり親世帯に対する臨時特別給付⾦（基本給付の再⽀給）に必要な経費 等

令和３年度

補正予算
（令和３年12⽉20⽇成⽴）

８兆9,733億円 ●新型コロナウイルス感染症緊急包括⽀援交付⾦ ●ワクチン接種体制の確保
●治療薬の実⽤化⽀援・供給確保 ●雇⽤保険財政の安定 ●個⼈向け緊急⼩⼝資⾦の特例貸付等の実施
●機動的な⽔際対策の推進、⼊国者の健康確認の体制確保 等

新型コロナウイルス感染症対策
予備費

１兆8,539億円 ●ワクチンの確保 ●ワクチン接種の促進 ●適切な患者療養の確保 ●検疫体制の確保
●緊急雇⽤安定助成⾦等の⽀給 ●個⼈向け緊急⼩⼝資⾦等の特例貸付の実施 29



社会保障関係費の伸び

（注１）年⾦国庫負担２分の１ベースの予算額。 （注２）基礎年⾦国庫負担の受⼊超過による精算（▲0.3兆円）の影響を含めない。
（注３）⾼齢者の医療費⾃⼰負担軽減措置等に係る経費の当初予算化（＋0.4兆円）の影響を含めない。 （注４）社会保障関係費の計数には、社会保障の充実等を含む。（注５）令和元・２年度の社会保障関係費の計数は、臨時・特別の措置を除く。
（注６）令和２年度まで社会保障関係費として分類していた1,200億円程度の経費について、経費区分の変更を⾏ったため、除外している。
（注７）新型コロナウイルス感染症の影響を受けた⾜元の医療費動向を踏まえ、医療費に係る国庫負担分を令和3年度においては▲2000億円、令和4年度においては▲700億円程度減少させたベースと⽐較している。

部分が、社会保障の充実等を
除く平成28～30年度の実質的な伸びであ

り、年＋0.5兆円程度

社会保障
関係費

28.9兆円

平成24年度

部分が、社会保障の充実等を除
く平成25～27年度の実質的な伸びであり、

年平均＋0.5兆円程度

制度改正による減（平成27年度）
計：▲1700億円

＜主なもの＞

・介護報酬改定（適正化分）（▲1130億円）
・協会けんぽ国庫補助の見直し（▲460億円）

制度改正による減（平成25年度）
計：▲1200億円

・生活保護の適正化（▲1200億円）
※平成27年度までの効果額を含む。

制度改正による減（平成26年度）
計：▲1700億円

＜主なもの＞
・薬価改定（▲1300億円）
・「７対１入院基本料」算定病床の
要件の厳格化（▲200億円）

（注１）

社会保障
関係費

29.1兆円

平成25年度

（注２）

社会保障
関係費

30.5兆円

平成26年度

（注３）

社会保障
関係費

31.5兆円

平成27年度

制度改正による減（平成28年度）
計：▲1700億円

・ 薬価改定等（▲1500億円）

・ 協会けんぽ国庫補助の見直し
（▲200億円）

社会保障

関係費

32.0兆円

平成28年度

制度改正による減（平成29年度）
計：▲1400億円

＜主なもの＞

・オプジーボ薬価引き下げ （▲200億円）
・高額療養費の見直し（▲220億円）
・後期高齢者医療の保険料軽減特例 の見直し（▲190億円）
・介護納付金の総報酬割の導入（▲440億円）

・協会けんぽ国庫補助の見直し（▲320億円）

社会保障
関係費

32.5兆円

平成29年度

制度改正による減（平成30年度）
計：▲1300億円

・薬価制度の抜本改革、
薬価改定等 （▲1300億円）

社会保障
関係費

33.0兆円

平成30年度

制度改正による減（令和元年度）
計：▲1300億円

＜主なもの＞

・介護納付金の総報酬割の拡大（▲610億円）
・薬価改定等（▲500億円）
・生活保護基準の段階的見直し（▲30億円）

制度改正による減（令和２年度）
計：▲1300億円

＜主なもの＞

・介護納付金の総報酬割の拡大（▲610億円）
・薬価改定等（▲600億円）
・生活保護基準の段階的見直し（▲30億円）

社会保障
関係費

34.0兆円

令和元年度

社会保障
関係費

35.8兆円

令和２年度

部分が、社会保障の充実等を除く令和
元～３年度の実質的な伸びであり、
令和元年度：年＋0.48兆円程度
令和２年度：年＋0.41兆円程度
令和３年度：年＋0.35兆円程度 (注７)

制度改正による減（令和３年度）
計：▲1300億円

＜主なもの＞

・毎年薬価改定（▲1000億円）
・介護保険制度改正（▲110億円）

社会保障
関係費

35.8兆円

令和３年度

社会保障
関係費

36.3兆円

令和４年度

部分が、社会保障の充実等を除く令
和４年度の実質的な伸びであり、

令和４年度：年＋0.39兆円程度 (注７)

制度改正による減（令和４年度）
計：▲2200億円

＜主なもの＞

・薬価改定等（▲1600億円）
・後期高齢者医療の患者負担割合見直し（▲300億円）
・被用者保険の適用拡大等（▲300億円）
・リフィル処方箋の導入（▲100億円）

（注６）
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消費税５％引上げによる社会保障制度の安定財源確保

＋２．８兆円程度

＋１１．２兆円程度

○基礎年金国庫負担割合1/2の恒久化

○後代への負担のつけ回しの軽減
・高齢化等に伴う自然増を含む安定財源が確保できていない

既存の社会保障費

○消費税率引上げに伴う社会保障４経費の増
・診療報酬、介護報酬、子育て支援等

についての 物価上昇に伴う増

○子ども・子育て支援の充実

‐子ども・子育て支援新制度の実施による、幼児教育

・保育と地域の子ども・子育て支援の総合的推進・充

実、「待機児童解消加速化プラン」の実施 など

○医療・介護の充実

‐病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等、地域
包括ケアシステムの構築、医療保険制度の財政基
盤の安定化、保険料に係る国民の負担に関する公
平の確保、難病、小児慢性特定疾病に係る公平か
つ安定的な制度の確立 など

○年金制度の改善

‐低所得高齢者・障害者等への福祉的給付、受給資
格期間の短縮 など

１％
程度

４％
程度

3.2兆円程度

7.3兆円程度

0.8兆円程度

0.7兆円程度

1.5兆円程度

0.6兆円程度

社会保障の充実

社会保障の安定化

○ 消費税率（国・地⽅）を、2014年４⽉より８％へ、2019年10⽉より10％へ段階的に引上げ
○ 消費税収の使い途は、国分については、これまで⾼齢者３経費（基礎年⾦、⽼⼈医療、介護）となっ
ていたが、
今回、社会保障４経費（年⾦、医療、介護、⼦育て）に拡⼤

○ 消費税収は、全て国⺠に還元し、官の肥⼤化には使わない

「新しい経済政策パッケージ」
決定前の資料
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○基礎年⾦国庫負担割合２分の１
（平成24・25年度の基礎年⾦国庫負担割合２分の１の差額に係る費⽤を含む）

○社会保障の充実
・幼児教育・保育の無償化
・⾼等教育の無償化
・⼦ども・⼦育て⽀援新制度の着実な実施
・医療・介護サービスの提供体制改⾰
・医療・介護保険制度の改⾰
・難病・⼩児慢性特定疾病への対応
・年⾦⽣活者⽀援給付⾦の⽀給 等

○消費税率引上げに伴う社会保障４経費の増
・診療報酬、介護報酬、年⾦、⼦育て⽀援等についての物価上昇に伴う増

○後代への負担のつけ回しの軽減
・⾼齢化等に伴う⾃然増を含む安定財源が確保できていない既存の社会保障費

〈令和４年度消費税増収分の内訳〉（公費ベース）

3.5兆円

4.01兆円

0.63兆円

《増収額計：14.3兆円》

5.8兆円

令和４年度の消費税増収分の使途について

32

（注１）増収額は、軽減税率制度による減収影響を除いている。

（注２）使途に関しては、総合合算制度の見送りによる4,000億円を軽減税率制度の財源としている。



（単位：億円）
令和４年度における「社会保障の充実」（概要）
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事 項 事 業 内 容
令和４年度

予算案

(参考)

令和３年度
予算額

国分 地方分

子ども・子育て支援
子ども・子育て支援新制度の着実な実施 6,526 2,985 3,541 6,526

社会的養育の充実 474 237 237 474
育児休業中の経済的支援の強化 17 10 6 17

医

療
・

介
護

医療・介護サービス
の提供体制改革

病床の機能分化・連携、在宅医療の推進等

・ 地域医療介護総合確保基金（医療分）
・ 診療報酬改定における消費税増収分等の活用分

うち 看護職員の処遇改善
うち 不妊治療の保険適用（本体分）

うち 不妊治療の保険適用（薬価分）
・ 医療情報化支援基金

1,029
931

144
120

54
735

751
678

100
100

45
735

278
252

44
20

9
0

1,179
803

－
－

－
－

地域包括ケアシステムの構築

・ 地域医療介護総合確保基金（介護分）
・ 平成27年度介護報酬改定における消費税増収分等の活用分（介護職員の処遇改善等）

・ 介護職員の処遇改善
・ 在宅医療・介護連携、認知症施策の推進など地域支援事業の充実

824

1,196
313

534

549

604
153

267

275

592
160

267

824

1,196
－

534

医療・介護保険
制度の改革

国民健康保険等の低所得者保険料軽減措置の拡充 612 0 612 612

子どもに係る国民健康保険料等の均等割額の減額措置 81 40 40 －

国民健康保険への財政支援の拡充

・ 低所得者数に応じた自治体への財政支援 1,664 832 832 1,664

・ 保険者努力支援制度等 2,272 2,272 0 2,272

被用者保険の拠出金に対する支援 700 700 0 700

70歳未満の高額療養費制度の改正 248 217 31 248

介護保険の第１号保険料の低所得者軽減強化 1,572 786 786 1,572

介護保険保険者努力支援交付金 200 200 0 200
難病・小児慢性
特定疾病への対応 難病・小児慢性特定疾病に係る公平かつ安定的な制度の運用 等 2,089 1,044 1,044 2,089

年 金

年金受給資格期間の25年から10年への短縮 644 618 26 644

遺族基礎年金の父子家庭への対象拡大 88 82 5 80

年金生活者支援給付金の支給 5,220 5,220 0 5,220

合 計 27,968 18,982 8,986 27,078

（注１） 金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。

（注２） 消費税増収分（2.4兆円）と社会保障改革プログラム法等に基づく重点化・効率化による財政効果（▲0.4兆円）を活用し、上記の社会保障の充実（2.8兆円）の財源を確保。

（注３） 保育士の処遇改善については、「社会保障の充実」における全職員を対象とした３％の処遇改善を実施（平成27年度）。

（注４） 「子ども・子育て支援新制度の着実な実施」の国分については全額内閣府に計上。

（注５） 令和４年10月からの措置。

（注６） 令和３年度予算額の合計額は、令和３年度に措置した「新子育て安心プランの実施」223億円を含む。

（注６）

（注３）

（注５）

（注５）

（注４）



事 項 事 業 内 容
令和４年度
予算案

国分 地方分

待機児童の解消

•「子育て安心プラン」を前倒しし、2020年度末までに32万人分の受け皿を
整備。

• 保育士の確保や他産業との賃金格差を踏まえた処遇改善に更に取り組む
（2019年４月から更に１％（月3000円相当）の賃金引上げ）。

722 358 364

幼児教育・保育の無
償化

• ３歳から５歳までの全ての子供たち及び０歳～２歳までの住民税非課税世帯の
子供たちの幼稚園、保育所、認定こども園等の費用を無償化（2019年10月～）。 8,858 3,410 5,448

高等教育の無償化
• 少子化に対処するため、低所得世帯であっても社会で自立し活躍できる人材を
育成する大学等において修学できるよう、高等教育の修学支援（授業料等減免・
給付型奨学金）を着実に実施（2020年４月～）。

5,601 5,196 405

介護人材の処遇改
善

• リーダー級の介護職員について他産業と遜色ない賃金水準を目指し、経験・技
能のある介護職員に重点化を図りつつ、介護職員の更なる処遇改善を実施。こ
の趣旨を損なわない程度で、介護職以外の職員の処遇改善も実施（2019年10
月～）。

1,003 506 496

合 計 16,184 9,471 6,714

（注１）金額は公費（国及び地方の合計額）。計数は、四捨五入の関係により、端数において合計と合致しないものがある。

（注２）「子育て安心プラン」の実現に必要な企業主導型保育事業（幼児教育・保育の無償化の実施後は、３歳から５歳までの子供たち及び０歳から２歳までの住民税非課税世帯の子供たちの企業主導型保育事業の利用者負担を
助成する事業を含む。）と保育所等の運営費（０歳から２歳までの子供に相当する部分）には、別途、事業主が拠出する子ども・子育て拠出金を充てる。

（注３）就学前の障害児の発達支援についても、併せて無償化を行う。

（注４）「高等教育の無償化」については全額内閣府に計上。

（注５）障害福祉人材について、介護人材と同様の処遇改善を行う観点から対応を行う。

（注６）「待機児童の解消」及び「幼児教育・保育の無償化」の国分については全額内閣府に計上。

（単位：億円）

社会保障の充実と財政健全化のバランスを取りつつ、安定財源として、2019年10月に予定される消費税率10％への引上げによる財源を活用する。消費税

率の２％の引上げにより５兆円強の税収となるが、この増収分を教育負担の軽減・子育て層支援・介護人材の確保等と、財政再建とに、それぞれ概ね半分

ずつ充当する。前者について、新たに生まれる1.7兆円程度を、本経済政策パッケージの幼児教育の無償化、「子育て安心プラン」の前倒しによる待機児童の

解消、保育士の処遇改善、高等教育の無償化、介護人材の処遇改善に充てる。これらの政策は、2019年10月に予定されている消費税率10％への引上げを
前提として、実行することとする。

新しい経済政策パッケージについて（平成29年12⽉８⽇閣議決定）（抜粋）

（参考）
令和３年度
予算額

722

8,858

5,208

1,003

15,791

令和４年度における「新しい経済政策パッケージ」（概要）
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（注３）

（注５）

（注２）

（注４）



2020(R２)年度 2021(R３)年度
2022(R４)年度〜

12 1 2 3 4〜6 7〜9 10〜12 1〜3

助成⾦

保険
適⽤

助成⾦拡充現⾏
制度

⼯程表

不妊治療の保険適⽤

⼯程提⽰
ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ検討

実態調査
最終報告

3⽉末

学会ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ
完成予定

夏頃
中医協で議論 準備期間

保険外併⽤の仕組みの⼿続き

保険適⽤
（R4.4〜）

① 保険適⽤について
○ ⼦供を持ちたいという⽅々の気持ちに寄り添い、不妊治療への保険適⽤を早急に実現する。
具体的には、令和３年度中に詳細を決定し、令和４年度当初から保険適⽤を実施することとし、
以下の⼯程表に基づき、保険適⽤までの作業を進める。

② 保険外併⽤の仕組みの活⽤
○ オプション的な処置などで直ちに保険適⽤に⾄らないものについては、例えば、エビデンス
を集積しながら保険適⽤を⽬指す「先進医療」などの保険外併⽤を活⽤することにより、でき
るだけ広く実施を可能とする。

保険適⽤
決定

年明け

※厚⽣労働科学研究費により助成

令和４年度所要額（公費）：本体１２０億円
薬価 ５４億円
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医療情報化支援基金 （マイナンバーカード保険証利用等）

○ 技術革新が進む中で、医療分野においてもＩＣＴを積極的に活用し、効率的かつ質の高い医療提供体制を構築していくことが急務である。このた
め、令和元年度において、医療情報化支援基金を創設し、医療分野におけるＩＣＴ化を支援する。（「地域における医療及び介護の総合的な確保の
促進に関する法律」を改正。令和元年10月1日施行）

【対象事業①オンライン資格確認の導入について】
○ 「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」（令和2年6月12日施行）に基づき、
顔認証付きカードリーダーを支払基金で一括調達し、医療機関及び薬局に配布（無償）。

○ 令和２年３月に実施要領を定め、診療所、薬局は3/4補助、病院は1/2補助等とした。

現状及び課題

今後の⽅針

【対象事業】
① オンライン資格確認の導入に向けた医療機関・薬局のシステム整備の支援

② 電子カルテの標準化に向けた医療機関の電子カルテシステム等導入の支援
③ 電子処方箋導入に向けた医療機関・薬局のシステム整備の支援

国
（交付要綱の作成等）

社会保険診療報酬支払基金

申

請

医療機関等

交

付

交

付

消費税財源活用

【対象事業③ 電子処方箋導入】
○ さらに、令和５年１月～電子処方箋導入に向けた医療機
関・薬局のシステム整備の支援のため、医療情報化支援基
金の対象を拡充する。

【対象事業① オンライン資格確認の導入】
〇 令和２年10月30日に公表したマイナンバーカードの保険
証利用の普及に向けた「加速化プラン」に基づき、令和３年
３月までに顔認証付きカードリーダーを申し込んだ医療機
関・薬局について定額補助としたことで、追加的に必要と
なった財源を措置する。

令和４年度所要額：735億円

（令和２年度予算額：768億円）

（令和元年度予算額：300億円）

R4年度予算案
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⼦どもに係る国⺠健康保険料等の均等割額の減額措置（国⺠健康保険制度）

１．現状及び⾒直しの趣旨

２．軽減措置スキーム
○ 対象は、全世帯の未就学児とする。
※ 対象者数︓約65万⼈ （令和元年度国⺠健康保険実態調査）

○ 当該未就学児に係る均等割保険料について、その５割を
公費により軽減する。
※ 例えば、７割軽減対象の未就学児の場合、残りの３割の半分を減額する
ことから８．５割軽減となる。

○ 令和４年度所要額（公費）8１億円
（国1/2、都道府県1/4、市町村1/4）

〇 施⾏時期︓令和４年４⽉
37

保険料額

所得⾦額

２割軽減
７割
軽減

５割
軽減

【軽減イメージ】

５割

〇 国⺠健康保険制度の保険料は、応益（均等割・平等割）と応能（所得割・資産割）に応じて設定されている。
その上で、低所得世帯に対しては、応益保険料の軽減措置（７・５・２割軽減）が講じられている。
○ ⼦育て世帯の経済的負担軽減の観点から、国・地⽅の取組として、国保制度において⼦どもの均等割保険料を
軽減する。

新たな公費による軽減部分

（参考）平成27年国保法改正参・厚労委附帯決議
「⼦どもに係る均等割保険料の軽減措置について、地⽅創⽣の観点や地⽅からの提案も踏まえ、現⾏制度の趣旨や国保財政に与える
影響等を考慮しながら、引き続き議論する」

8.5割

6割
7.5割
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３．全世代型社会保障の構築



全世代型社会保障構築会議について

全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築する観点から、社会保障全般の総合的な検討を⾏うため、全世代型
社会保障構築会議を開催する。

趣旨

構成
座⻑

清家 篤 ⽇本私⽴学校振興・共済事業団理事⻑/
慶應義塾学事顧問

座⻑代理
増⽥ 寬也 東京⼤学公共政策⼤学院客員教授

構成員（五⼗⾳順）
秋⽥ 喜代美 学習院⼤学⽂学部教授
落合 陽⼀ メディアアーティスト
笠⽊ 映⾥ 東京⼤学⼤学院法学政治学研究科教授
⾹取 照幸 上智⼤学総合⼈間科学部教授/

⼀般社団法⼈未来研究所臥⿓代表理事
菊池 馨実 早稲⽥⼤学法学学術院教授
熊⾕ 亮丸 株式会社⼤和総研副理事⻑
権丈 善⼀ 慶應義塾⼤学商学部教授
國⼟ 典宏 国⽴国際医療研究センター理事⻑
⾼久 玲⾳ ⼀橋⼤学経済学研究科准教授
武⽥ 洋⼦ 三菱総合研究所研究理事 シンクタンク部⾨

副部⾨⻑（兼）政策・経済センター⻑
⽥辺 国昭 国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所所⻑
⼟居 丈朗 慶應義塾⼤学経済学部教授
沼尾 波⼦ 東洋⼤学国際学部国際地域学科教授
⽔島 郁⼦ ⼤阪⼤学理事・副学⻑
横⼭ 泉 ⼀橋⼤学⼤学院経済学研究科准教授

検討体制

全世代型社会保障構築本部
（総理・関係閣僚）

本 部 ⻑ ：総理
副本部⻑：全世代型社会保障改⾰担当⼤⾂
本 部 員 ：官房⻑官、総務⼤⾂、財務⼤⾂、厚労⼤⾂、

少⼦化担当⼤⾂、男⼥共同参画担当⼤⾂

全世代型社会保障構築会議
（全世代型社会保障改⾰担当⼤⾂（主宰）・有識者）

※令和３年11月９日に第１回を公的価格
評価検討委員会と合同開催、
令和４年３月９日に第２回、
令和４年３月29日に第３回を開催。

公的価格評価検討委員会
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全世代型社会保障の検討体制について

秋田喜代美 学習院大学文学部教授

落合陽一 メディアアーティスト

笠木映里 東京大学大学院法学政治学研究科教授

香取照幸 上智大学総合人間科学部教授/

一般社団法人未来研究所臥龍代表理事

菊池馨実 早稲田大学法学学術院教授

熊谷亮丸 株式会社大和総研副理事長

有識者

有識者

権丈善一 慶應義塾大学商学部教授

武田洋子 三菱総合研究所研究理事 シンクタンク部門

副部門長（兼）政策・経済センター長

田辺国昭 国立社会保障・人口問題研究所所長

土居丈朗 慶應義塾大学経済学部教授

沼尾波子 東洋大学国際学部国際地域学科教授

増田寬也 東京大学公共政策大学院客員教授

水島郁子 大阪大学理事・副学長

横山 泉 一橋大学大学院経済学研究科准教授

公的価格評価検討委員会

田辺国昭 国立社会保障・人口問題研究所所長

増田寬也 東京大学公共政策大学院客員教授

権丈善一 慶應義塾大学商学部教授

國土典宏 国立国際医療研究センター理事長

清家 篤 日本私立学校振興・共済事業団

理事長/慶應義塾学事顧問

高久玲音 一橋大学経済学研究科准教授

武田洋子 三菱総合研究所研究理事 シンクタンク部門

副部門長（兼）政策・経済センター長

全世代型社会保障構築本部
（総理・関係閣僚）

本部長：総理
副本部長：全世代型社会保障改革担当大臣

本部員：官房長官、総務大臣、財務大臣、厚労大臣、少子化担当大臣
男女共同参画担当大臣

秋田喜代美 学習院大学文学部教授

菊池馨実 早稲田大学法学学術院教授 ◎○

（五十音順 敬称略） ◎：座長 ○：座長代理

（五十音順 敬称略） ◎：座長 ○：座長代理

◎

○

※令和３年11月９日に第１回を合同開催、
令和３年12月３日に第２回、
令和３年12月21日に第３回、
令和４年３月15日に第４回を開催。

全世代型社会保障構築会議
（全世代型社会保障改革担当大臣（主宰）・有識者）

※令和３年11月９日に第１回を合同開催、
令和４年３月９日に第２回、
令和４年３月29日に第３回を開催。
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Ø 男⼥が希望どおり働ける社会づくり・⼦育て⽀援
l 我が国の⼦ども⽀援制度は、育児休業、保育、児童⼿当など各種制度によって成り⽴っているが、
全体を通じて⽬指すべき基本⽅向は何か。

l 「新⼦育て安⼼プラン」等によって保育や放課後児童クラブの整備等を着実に実施することが⽰
されているが、⼦育て⽀援について強化すべき点はないか。また、就労復帰を希望する時に保育
をより確実に利⽤できるようにするために改善すべき点はないか。

l 育児休業制度について改善すべき点はあるか。また、育児休業制度を利⽤できない⽅がいること
や男性育休の利⽤促進に向けてどう考えるか。

l 幼児期に時短勤務を選択するなど、仕事と⼦育ての両⽴を図りやすくするために改善すべき点は
なにか。

l 様々な事情を抱えたこども・家庭に対する⽀援に対してどのように⽀援を強化していくべきか。
Ø 勤労者皆保険の実現

l 勤労者皆保険の実現に向けて、令和２年年⾦制度改正法に基づき厚⽣年⾦・健康保険の適⽤拡⼤
を着実に進めるとともに、適⽤拡⼤を更に前に進めるため、対象範囲を規定する各要件等につい
てどう考えるか。

l さらなる勤労者皆保険の実現に向けた⽅策と論点についてどう考えるか。
l ⻑期的な課題として、フリーランスやギグワーカーへの社会保険の適⽤についてどう考えるか。

Ø ⼥性の就労の制約となっている制度の⾒直し
l １０６万円の壁、１３０万円の壁など、既婚⼥性の働くインセンティブを阻害する仕組み（社会
保険や企業慣⾏等）の問題などについてどう考えるか。

当⾯の論点①

○ 全世代型社会保障の構築に向けて、まずは、「⼈への投資」の観点から、以下の論点について議
論を進めていただきたいと考えるが、どうか。

令和４年３⽉９⽇
第２回全世代型社会保障構築会議

提出資料
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Ø 家庭における介護の負担軽減
l 今後の介護サービスの確保や⽼後も住み慣れた地域で暮らしていける体制づくりについてどう
取り組むべきか。特に、今後の介護ニーズが急増する⾸都圏や⼤都市について、どのような対
応を考えるべきか。

l 介護休業制度等の介護離職を防ぐための制度について、利⽤率等を踏まえて、今後の在り⽅を
どう考えるか。

l 認知症を抱える⽅の家族の様々な不安や悩みに対する⽀援の在り⽅についてどう考えるか。
ヤングケアラー（本来⼤⼈が担う家族の世話や家事を⽇常的に⾏っている⼦ども）にはどのよ
うな対応を考えるべきか。

Ø 地域共⽣社会づくりについて
l 孤独・孤⽴に苦しむ⽅について、どのような対策を講ずべきか。
l 今後、増加が⾒込まれる独居の困窮者・⾼齢者が、地域の中で安⼼した⽣活を送るための「す
まい」についてどう考えるか。

Ø 医療・介護・福祉サービスについて
l サービス⼈材の確保・育成に向けて、デジタル技術の活⽤や⾼齢・地域⼈材の活⽤、⼈材育成
の在り⽅等についてどう考えるか。

l 医療・介護提供体制改⾰など社会保障制度基盤の強化に向けて、これまでの⾻太の⽅針や改⾰
⼯程表を踏まえて取組を進めていくべきではないか。

当⾯の論点②
令和４年３⽉９⽇

第２回全世代型社会保障構築会議
提出資料
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議論の整理

１．全世代型社会保障の構築に向けて

２．男⼥が希望どおり働ける社会づくり・⼦育て⽀援
Ø 男性の育児休業の取得促進に向けて、本年10⽉に施⾏する「産後パパ育休制度」の⼗分な周知と検証が必要。
Ø ⾮正規雇⽤労働者について、育児休業に係る権利を希望に応じて⾏使できるよう、本年４⽉に施⾏する改正育
児・介護休業法による労働者への休業の意向確認、雇⽤環境整備及び有期雇⽤労働者の取得要件緩和等を徹底す
ることが重要であり、必要に応じて更なる対応を検討。

Ø 短時間勤務制度についてもキャリア形成に配慮しつつ希望に応じて利⽤できる環境整備が必要。
Ø 「新⼦育て安⼼プラン」等に基づく保育サービスの基盤整備や放課後児童クラブの整備等を着実に実施。また、
短時間労働者等が保育を利⽤しづらい状況を改善する必要。

Ø 今通常国会にこども家庭庁の創設に関する法案及び児童福祉法等の改正法案が提出されているが、これらを含め、
こどもが健やかに成⻑できる社会の実現に向け、様々な事情を抱えたこども・妊産婦・家庭をはじめ、⼦育て⽀
援の強化を検討。

３．勤労者皆保険の実現
Ø 働き⽅の多様化が進む中、勤労者皆保険の実現に向けて取組を進める上で、使⽤されている勤労者であれば、被
⽤者保険（厚⽣年⾦・健康保険）も同じように適⽤されることを⽬指すべき。

Ø まずは、企業規模要件の段階的引下げなどを内容とする令和２年年⾦制度改正法に基づき、被⽤者保険の適⽤拡
⼤を着実に実施する。更に、企業規模要件の撤廃も含めた⾒直しや⾮適⽤業種の⾒直し等を検討すべき。

Ø フリーランス・ギグワーカーへの社会保険の適⽤については、まずは、被⽤者性等をどう捉えるかの検討を進め
るべき。

４．⼥性の就労の制約となっている制度の⾒直し
Ø 社会保障や税制、企業の諸⼿当などについても働き⽅に中⽴的なものにしていく必要。
Ø 被⽤者保険の適⽤拡⼤は、いわゆる「130万円の壁」を消失させる効果がある。
Ø いわゆる「106万円の壁」についても、最低賃⾦の引上げを図ることにより、ある程度問題解決が図られる状況
になりつつある。

令和４年３⽉２９⽇
第３回全世代型社会保障構築会議

提出資料
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５．家庭における介護の負担軽減
Ø 圏域ごとの介護ニーズの将来予測を踏まえた介護サービスの基盤整備を着実に実施。
Ø 男⼥ともに介護離職を防ぐための対応が必要。
Ø 認知症を抱える⽅の家族やヤングケアラーを含め、⽀援を⾏う⽅に対する⽀援を⾏う必要。

６．「地域共⽣社会」づくり
Ø 多様な困難に陥っている⽅に対するソーシャルワーカーによる相談⽀援や、多機関連携による総合的な⽀援な
どにより、地域住⺠が地域で安⼼して⽣活を送ることができるようにすることが重要。

Ø 今後、独居の困窮者・⾼齢者等の増加が⾒込まれる中にあって、医療・介護・住まいの在り⽅を⼀体として考
えていく必要。

Ø ハードとしての住宅の提供のみならず、地域とつながる居住環境や⾒守り・相談⽀援の提供をあわせて⾏うこ
とも重要。その際、空き地・空き家の活⽤やまちづくりの視点から各地⽅⾃治体において地域の実情に応じた
対応を検討することが重要。

７．医療・介護・福祉サービス
Ø ＩＣＴの活⽤により、サービスの質の向上、⼈材配置の効率化などを進めることが重要。
Ø 電⼦カルテ情報及び交換⽅式等の標準化を進めるとともに、健康診断等で得られる個⼈の医療情報を、⾃分で
管理・活⽤することができる将来像を⾒据え、個⼈・患者の視点に⽴ったデータ管理の議論も重要。こうした
取組は、効率的な医療の提供や、患者の利便性の向上にもつながるとともに、創薬などの研究開発の促進にも
資する。

Ø 医療・介護提供体制改⾰などの社会保障制度基盤の強化については、「地域完結型」の医療・介護サービス提
供体制の構築を進めるとともに、地域医療構想の推進などこれまでの⾻太の⽅針や改⾰⼯程表に沿った取組を
着実に進める必要。また、コロナ禍で顕在化した課題や得られた教訓も踏まえ、機能分化と連携の視点を⼀層
重視した医療提供体制等の改⾰を進める必要。

令和４年３⽉２９⽇
第３回全世代型社会保障構築会議

提出資料
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